
令和元年度 第１回大分県森林づくり委員会
も り

日時：令和元年６月２５日（火）

１４：００～１６：３０

場所：大分県庁本館 ８階 ８１会議室

次 第

１．開 会

２．審議監あいさつ

３．議 事

（１）森林環境税の概要について

（２）平成３０年度森林環境税活用事業の取組について

【対象事業】

①災害に強い森づくり推進事業 （森林整備室）

②県立スポーツ施設建設事業 （体育保健課）

③国立公園等施設整備事業 （自然保護推進室）

④森林づくりボランティア活動促進事業 （森との共生推進室）

（３）令和元年度森林環境税活用事業について

（４）その他

①国の森林環境譲与税について

②今後のスケジュールについて

４．閉 会



１．委員名簿

住　所 会議出欠 懇親会

1 大分市 〇 〇

2 大分市 〇 〇

3 佐伯市 〇 〇

4 九重町 〇 ×

5 大分市 〇 〇

6 大分市 〇 〇

7 中津市 × ×

8 玖珠町 〇 ×

漁業
・海

9 中津市 〇 ×

観光
（景観）

10 大分市 × ×

消費者 11
豊後

大野市
× 〇

企　業 12 大分市 〇 〇

13 杵築市 〇 〇

14 大分市 〇 〇

11 9

２．H30事業説明者

会議出欠 懇親会

○ -

○ -

○ -

○ -

4

３．事務局

備考 会議出欠 懇親会

農林水産部　審議監（林政） ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○ ×

○ ○

5 5

阿南　篤宜 森との共生推進室　主査

事業名

災害に強い森林づくり推進事業

県立スポーツ施設建設事業

国立公園施設整備事業

森林ボランティア活動促進事業

事務局 上野　勝巳 森との共生推進室　室長補佐（総括）

氏　名

森迫　常徳

吉松　史考

松原　恵子

氏　名

林
ハヤシ

　浩昭
ヒロアキ

田中
タナカ

　圭
ケイ

後藤
ゴトウ

　重
ジュウ

也
 　ヤ

工藤
クドウ

　佳枝
ヨシエ

所属団体及び役職名等

国東半島宇佐地域世界農業遺産推進協議会　会長
別府大学客員教授

大分大学理工学部　准教授

直川林研グループ　会長

久大林産(株)

所　　属　　等

所　　属　　等

保健体育課　主幹（総括）

大成住建株式会社　専務取締役

大分県木材協同組合連合会 専務理事

ＮＰＯ法人水辺に遊ぶ会　理事長

大分森林インストラクター会　会長

大分県漁業協同組合女性部 監事

横山
ヨコヤマ

　太一
タイチ

吉野
ヨシノ

　大二
ダイジ

足利
アシカガ

　由紀子
ユキコ

相良
サガラ

　尊徳
タカノリ

岡﨑
オカザキ

　都
ミヤコ

姫野
ヒメノ

　由香
ユカ

髙
タカ

司
ジ

　真理子
マリコ

佐藤
サトウ

　弥生
ヤヨイ

詫摩
タクマ

　賢治
ケンジ

林
ハヤシ

　弘美
ヒロミ

氏　名

田口　孝男

山元　博士

美登　裕二郎

岡部　佑樹

森林整備室　造林・間伐班　室長補佐（総括）

自然保護推進室　室長補佐(総括)

森との共生推進室　森づくり推進班　主任

岡部　佑樹

公募

大分県森林づくり委員会　委員名簿

学識
経験者

林　業

木材
活用

森林
教育

大分大学理工学部　助教

生活協同組合コープおおいた　理事

森との共生推進室　室長

森との共生推進室　主幹

森との共生推進室　主任

大分銀行　地域創造部
地域社会貢献グループ　業務役

一級建築士

ＮＰＯ法人みどりの森プロジェクト　理事長



大分県森林づくり委員会設置要綱
も り

（設置）

第１条 大分県森林環境保全基金条例（平成１８年大分県条例第２６号）第１条に規定する森林環境

保全基金（以下「基金」という。）の適正な運用を図るため、大分県森林づくり委員会（以下「委
も り

員会」という。）を設置する。

（所掌事務）

第２条 委員会は次に掲げる事項について調査審議する。

（１）基金を活用した施策に関すること

（２）基金を活用した県民提案事業の審査に関すること

（３）基金を活用した事業の成果の検証に関すること

（４）新たな森林づくり行動計画に関すること
も り

（５）森林環境税の検証、制度の見直しに関すること。

（６）その他基金の運用に関し必要な事項

（委員）

第３条 委員会は、委員１７人以内で組織する。

２ 委員は、学識経験者その他適当と認められる者のうちから、知事が委嘱する。

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

４ 委員は、再任することができる。

（委員長及び副委員長）

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置く。

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を

代理する。

（会議）

第５条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が議長となる。

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、議事を開き、議決することはできない。

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

４ 委員会は、調査審議等のため必要があるときは、委員以外の者の出席を求めることができる。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、農林水産部森との共生推進室において処理する。

（雑則）

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って

定める。

附 則

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。

この要綱は、平成２３年４月２０日から施行する。



（１）県森林環境税の概要について



３（１）森林環境税の概要について

① 森林環境税導入の目的

森林環境の保全と、森林を全ての県民で守り育てる

意識の醸成のための施策に必要な財源を確保するため、

平成１８年度から県民税の特例として森林環境税を導

入した。

② 森林環境税の概要

個人…年額 500円

（個人県民税の上乗せ）

法人…年額 1,000円～40,000円

（法人県民税（均等割額）の 5％）

税の特例期間：５年

第３期：平成２８年度～令和２年度

今年度は第3期の４年目

3本の施策の柱により各種事業を展開

・税 額

・税 収 単年度 約３億２千万円

・期 間

・管理、運営 徴収した税は森林環境基金条例に基づき
「森林環境保全基金」に積立て、上記①の
目的を達成するための経費の財源に充てる
場合に限り活用

基金の適正な運用を図るため、第三者機
関「大分県森林づくり委員会」を設置し、
事業の審査や成果の検証等を実施

③ 全国の森林環境税導入状況

大分県は全国で９番目に導入した。

H3１.3現在、３７府県、1市導入

○荒廃森林の整備

○里山の保全と利活用

○シカ被害対策の推進

○森・川・海をつなぐ環境の整備

○森林資源の需要拡大

○健全な人工林資源の再生

○林業の担い手確保・育成

○森林環境教育/木育の

促進

○森林ボランティア

活動の推進

○森林づくりへの理解

と参加広げる活動

く ら し を

守 る森
づ く り

荒廃森林の整備

荒廃した人工林（スギ・ヒノキ）を伐
採して健全な森林へ誘導してい
ます

森林シカ被害防止対策

防護柵を設置したり、シカを捕獲す
ることで、植えた木を守り、生態系
の保全に努めています

この画像は表示できません。
この画像は表示できません。

森 を

育 て る ・
使 う

人工林資源の再生

伐採後の林地に苗木を植えて
います

県産材の利用を促進

幼稚園などの施設に県産木材
を利活用しています

CLTを活用した東屋

Ⅰ県民生活と自然環境を守る森林づくり

森林ボランティア活動の推進

Ⅱ森林資源の循環利用による地域活性化

Ⅲ森にふれ親しみ、森林づくりを支える取組

森林環境教育の推進

県 民 が

森 に
ふ れ
親 し む



森林環境税の概念森 林 環 境 税 （ ３ 期 ） の 方 向 性

【第２期→第3期】

森林の現状と課題

【第３期（H28～R２）の使途のあり方】

Ⅰ 県民生活と自然環境を守る森林づくり

①荒廃森林の整備

②里山林の保全と利活用

③シカ被害対策の推進

④森・川・海をつなぐ環境の整備

Ⅱ 森林資源の循環利用による地域活性化

①森林資源の需要拡大

②健全な人工林資源の再生

③林業の担い手確保・育成

Ⅲ 森にふれ親しみ、森林づくりを支える取組

①森林環境教育・木育の促進

②森林ボランティア活動の促進

③森林づくりへの理解と参加を広げる活動

管 理 放 棄 森 林 の 存 在

林業・木材産業を通した
地 域 活 性 化

山 村 地 域 の 過 疎 化

次世代への豊かな森林
を継承するための教育

人工林資源の循環利用

森林の多面的機能発揮によ
る 、 環 境 問 題 へ の 取 組

森林環境税に対しての、
県 民 意 識 の 醸 成



森林環境税事業のフロー
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（２）平成３０年度森林環境税
活用事業の取組について



3(2)平成30年度森林環境税活用事業の取組について

Ⅰ
森林づくり 121,422千円（38％）

Ⅱ 森林資源の循環利用による

地域活性化 113,669千円（36％）

Ⅲ 森にふれ親しみ、森林づくりを

支える取組 81,290千円（26％）

森林環境税 事業費 316,381 千円



○災害に強い森づくりの推進

○荒廃竹林の整備

○里山の保全と利活用

○シカ被害対策の推進

○森・川・海をつなぐ環境

の整備

○森林資源の需要拡大

○健全な人工林資源の再生

○林業の担い手確保・育成

○森林環境教育/木育の促進

○森林ボランティア活動の

推進

○森林づくりへの理解と参加

広げる活動

Ⅰ県民生活と自然環
境を守る森林づくり

Ⅱ森林資源の循環利用

による地域活性化

Ⅲ森にふれ親しみ、森林づくりを支える取組

荒廃竹林整備・利活用推進事業

H30執行額 6,683千円

・荒廃竹林の広葉樹林化
H30整備面積 1.7ha

・伐竹、作業路整備による優良竹林化
H30伐竹面積 4.8ha

H30作業路開設 1,200m

再造林促進事業

H30執行額 93,075千円
・林業適地における疎植造林

2,000本/ha植栽を実施
H30再造林面積 823ha

祖母・傾・大崩ユネスコ
エコパーク施設整備事業

H30執行額 1,064千円

・藤河内渓谷キャンプ場トイレ棟整備

650 ha 700 ha 930 ha 980 ha 1,010 ha

663 ha 914 ha 823 ha － ha － ha

３２年度年度

計画

実績

３１年度３０年度２９年度２８年度

荒廃した竹林

伐竹による優良竹林化

簡易作業路の開設

藤河内渓谷キャンプ場の整備 祖母山登山道整備


